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１ 改正の経緯 

我が国は、2015 年に採択されたパリ協定（以下「協定」という。）に基づき、温室効果ガス削

減に取り組んでいる。その中で我が国は、途上国との協力により温室効果ガス削減を行い、そ

の成果をクレジットとして配分する二国間クレジット制度（以下「JCM」という。）に取り組む

ことで、途上国等の温室効果ガス排出量の削減等に貢献してきた。これについて、協定では国

際的な排出削減の協力が認められており、我が国は JCM をその枠組みに位置づけて取り組んで

きた。 

一方、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。以下「法」という。）

では、温室効果ガス排出の削減量に係る規定として、京都議定書に基づき各国が排出できる温

室効果ガスの上限量である「算定割当量」が定められているに過ぎず、協定に対応するような、

二国間協力により温室効果ガス削減に取り組むことを定めた規定が整備されていなかった。 

このことについて、協定に基づく国際的な枠組みに対応し、我が国の温室効果ガス削減目標

の確実な達成を図るためには、他の締約国との二国間の取決めに基づく温室効果ガス排出削減

量に関する規定を整備し、JCM の法的位置付けを明確化する必要があったことから、法第２条第

７項の「算定割当量」の定義を削除し、新たに同条第８項において「国際協力排出削減量」を

規定する改正が行われた。 

このため、法第２条第７項に規定する「算定割当量」を引用している法令について所要の改

正を行うこととする。 

 

２ 改正の概要 

改正対象命令等（※）について「算定割当量」を「国際協力排出削減量」に、「第２条第７

項」を「第２条第８項」に改める改正を行う。 

※改正対象命令等 

 ・農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令（平成５年大蔵省・農林水産省令第１号） 

・漁業協同組合等の信用事業等に関する命令（平成５年大蔵省・農林水産省令第２号） 

・農林中央金庫法施行規則（平成 13 年内閣府・農林水産省令第 16 号） 

・農業協同組合法施行規則（平成 17 年農林水産省令第 27号） 

 

３ 今後のスケジュール 

施行 令和８年１月１日（金） 


